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障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金

交付要綱の一部改正について 

 

標記の国庫負担金の交付については、平成 19 年 12 月 18 日厚生労働省発障第

1218002 号本職通知の別紙「障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療

費等国庫負担金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行われているとこ

ろであるが、交付要綱の一部が別紙新旧対照表のとおり改正され、令和元年６月

１日から適用することとされたので、適正な実施に遺漏なきを期されるととも

に、管内市町村（指定都市及び児童相談所設置市を除く。）に対し、周知された

い。 

なお、本通知の改正は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 27 条第１項

第３号及び第２項の規定による入所又は入院の措置に係る費用徴収額の、令和

元年６月の算定分から適用することとし、同年５月以前の算定分の取扱いにつ

いては、なお従前の例による。 

また、本通知の改正の際現に入所又は入院している措置児童等の扶養義務者

であって、本通知の改正後の算定基準に基づき徴収金基準額の算定を行った結

果、徴収金基準額が増加するものについては、改正前の算定基準に基づき算定を

行うこと。 

 


